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第１ 審査の概要 

１ 本書の位置づけ 

小松島市屋内プール整備運営事業 事業者選定基準（以下「事業者選定基準」とい

う。）は、小松島市（以下「市」という。）が実施する「小松島市屋内プール整備運

営事業」（以下「本事業」という。）の公募型プロポーザルにおいて、民間事業者

（以下「事業者」という。）の募集及び選定を行うにあたって公表する募集要項と一

体のものである。 

本書は、優先交渉権者を決定するにあたって、最も優れた提案を行った参加者を選

定するための審査の手順、方法、評価項目及び配点等を示し、参加者の行う提案等に

具体的な指針を与えるものである。 

 

２ 事業者選定方式 

本事業を実施する事業者には、設計段階から維持管理運営段階の各業務を通じて、

効率的・効果的かつ安定的・継続的なサービスの提供を求めるものであり、事業者の

幅広い技術的能力及び総合力が必要となる。したがって、事業者の募集及び選定を行

うにあたっては、サービス水準との適合性、維持管理及び運営業務における遂行能力

や事業計画の妥当性、更にリスク負担能力等を総合的に評価し、優先交渉権者を決定

する公募型プロポーザル方式により行う。 

 

３ 事業者選定方法 

事業者の選定は、二段階の審査により実施し、第一次審査として参加資格審査、第

二次審査として提案審査を行う。なお、参加資格審査は、提案審査の対象となる参加

者を選定するためにのみ行うこととする。 

 

４ 委員会の設置 

市は、中立かつ公正な事業者の選定を行うため、学識経験者等の外部委員及び市職

員で構成する「小松島市屋内プール整備運営事業者選定委員会」（以下「委員会」と

いう。）を設置する。 

委員会は、提案書等、プレゼンテーション及び質疑応答の内容を踏まえて提案審査

を行い、優先交渉権者及び次点交渉権者の候補を選定する。 
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委員会は、下記記載の６名の委員により、構成し、審査は非公開とする。 

                                （敬称略） 

役職 氏名 所属 

委員長 山中 英生 徳島大学 名誉教授 

徳島大学 社会産業理工学研究部 部長顧問 

徳島大学 人と地域共創センター客員教授 

副委員長 坂口 敏司 公益社団法人 徳島県建築士会 前会長 

委員 小川 宏樹 徳島大学 理工学部社会基盤デザインコース教授 

委員  岡山 千賀子 徳島文理大学院 徳島文理大学 児童学科教授 

委員 藤本 孝之 小松島市教育長 

委員 西照 保彦 小松島市政策監 

 

参加者が、委員会の委員に対し、事業者の選定に関して自己に有利になることを目

的に接触等の働きかけを行った場合、当該参加者は失格とする。 
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５ 審査の手順 

審査は、次の手順により実施する。各段階において失格となった参加者は、以後の

審査の対象としない。 

事業者名は、提案審査において、委員会の委員に対して公開する。 

 

図表 1 優先交渉権者選定までの審査の手順 
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第２ 審査の方法 

１ 参加資格審査（第一次審査） 

市は、参加資格の確認として、本事業への参加を希望する者に参加表明書、参加資

格確認申請書及び参加資格確認書類の提出を求め、参加者が備えるべき参加資格要件

（募集要項に規定されている要件）を満たしているかどうかの審査を行う。１項目で

も当該要件を満たしていない場合は、失格とする。なお、参加資格審査の結果は、提

案審査における評価には反映させないものとする。 

 

２ 提案審査（第二次審査） 

(1) 基礎審査 

ア 提案資料の確認 

市は、提案書類確認書をもとに、様式集に記載した提案書類がすべて提出され

ているかを確認する。提案資料に不備がある場合は、失格とする。 

 

イ 提案価格の確認 

市は、提案書類に記載された提案価格が、それぞれ設計業務の対価の上限価

格、開業準備業務の対価の上限価格及び維持管理運営の事業期間における指定管

理料の上限価格を超えていないことを確認する。提案上限価格を超える場合は失

格とする。 

 

ウ 提案内容の確認 

市は、参加者から、要求水準書に定める要求水準を充足する旨の誓約書の提出

を求める。市は、当該誓約を基本としつつ、事業の成立性、安全性、主要な施設

機能その他市が重要と判断する要求水準について、提案書類により個別に充足の

有無を確認する。 重要な要求水準の達成が確認できない場合は、失格とする。 

なお、市は、要求水準の達成確認を行うにあたり、参加者から提出された提案

書類に疑義がある場合には、参加者に対して個別に文書で質問を行うことがあ

る。この場合における回答内容は、提案書類における提案内容と同様の扱いと

し、本事業の契約上の拘束力を有するものとして扱う。ただし、参加者は、この

回答内容で新たな提案をすることはできず、新たな提案があっても加点項目審査

における評価の対象としない。 
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(2) 加点項目審査（性能評価） 

ア 審査項目及び配点 

加点項目審査の評価項目及び配点は、別紙「加点項目審査の評価項目及び配

点」のとおりとする。 

 

イ 評価項目の点数化方法 

委員会は、参加者の提案書等について、プレゼンテーション及び質疑応答の内

容を踏まえて、別紙「加点項目審査の評価項目及び配点」に示す評価項目ごとに

評価・得点化した上で、付与した各得点を合計し、性能評価点を算出する。評価

は、A～Eの5段階による絶対評価とする。各評価ランクの判断基準及び配点割合

は、図表2のとおりとする。ただし、得点は小数点第３位を四捨五入し、小数点第

２位まで求める。 

なお、性能評価点が350点（満点の50％）未満の場合は失格とする。 

 

図表 2 判断基準及び配点割合 

評価 判断基準 配点割合 

A 要求水準を上回る具体的かつ非常に優れた提案である 配点×1.00 

B 要求水準を上回る具体的かつ優れた提案である 配点×0.75 

C 要求水準同等の具体的な提案である 配点×0.50 

D 要求水準同等だが、具体的な提案が少なく、軽微な改善が必要 配点×0.25 

E 具体的な提案がない 配点×0.00 

 

 

(3) 価格審査 

提案価格を対象として、次に示す方法に基づき価格点を付与する。 

 

ア 整備費価格点の算出 

価格審査に進んだ参加者のうち、整備費（設計業務の対価）の提案価格が最低

である者を第１位とし、価格点の満点である１００点を付与する。その他の参加

者の価格点は、第１位の提案価格（最低提案価格）と当該参加者の提案価格（当

該提案価格）との比率により算出する。算出した得点の小数第３位を四捨五入

し、小数第２位まで表示する。 

 

イ 維持管理運営費価格点の算出 

価格審査に進んだ参加者のうち、事業期間全体の維持管理運営費（開業準備業

務にかかる対価、運営及び維持管理に係る対価（指定管理料））の提案価格の合



 

6 

 

計が最低である者を第１位とし、価格点の満点である２００点を付与する。その

他の参加者の価格点は、第１位の提案価格（最低提案価格）と当該参加者の提案

価格（当該提案価格）との比率により算出する。算出した得点の小数第３位を四

捨五入し、小数第２位まで表示する。 

 

ウ 価格評価点の算出 

アの整備費価格点とイの維持管理運営費価格点を足し合わせ、価格評価点とす

る。 

 

 

(4) 総合評価 

委員会は、各参加者の性能評価点、価格評価点の合計点数を「総合評価点」とし

て算出する。 

 

総合評価点  ＝  性能評価点（加点項目審査：最大 700 点）  ＋  価格評価点  

（1,000 点満点）           （700 点満点）                （300 点満点）     

 

ア 整備費価格点     ＝ １００点 ×（最低提案価格／当該提案価格） 

 

イ 維持管理運営費価格点 ＝ ２００点 ×（最低提案価格／当該提案価格） 

 

ウ 価格評価点（満点３００点）＝ ア整備費価格点 ＋ イ維持管理運営費価格点 
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第３  優先交渉権者の決定 

１ 優先交渉権者の決定 

市は、参加資格審査及び提案審査により選定された総合評価点が最も高い参加者を

優先交渉権者として、次に高い参加者を次点交渉権者として決定する。 

総合評価点が同点の場合は、性能評価点が高い参加者を上位とする。性能評価点も

同点の場合は、「開業準備・運営・維持管理に関する項目」の得点が高い参加者を上

位とする。それでも同点の場合は、委員会の合議により順位を決定する。 

 

２ 結果及び評価の公表 

優先交渉権者の選定結果は、各参加者の代表企業に通知する。ただし、各評価項目

の点数及び評価値を算出するための計算式は公開しないものとし、審査の経過及びそ

の内容に関しての問い合わせには応じない。なお、審査結果のうち、優先交渉権者と

して特定した者とその評価結果（提案者名及び評価点数の合計）は市ホームページに

より公表する。公表については、優先交渉権者以外の業者名は記号化する。また、次

点交渉権者が優先交渉権者となった場合は、その時点で次点者の評価結果（提案者名

及び評価点数の合計）を市ホームページにより公表する。 

また、優先交渉権者が基本協定を締結した後に、市は優先交渉権者に対し、優先交

渉権者の各評価項目の点数を通知する。事業開始以降のモニタリングにおいて、各業

務における提案不履行が確認された際には、この点数をもとに違約金を算定し徴収す

る場合がある。 

 

３ 優先交渉権者を決定しない場合の措置 

評価及び優先交渉権者の決定において、最終的に参加者がない場合には、優先交渉

権者を決定せず、その旨を市のホームページ等で速やかに公表する。 

なお、参加者が１者であった場合も参加資格審査及び提案審査を実施し、事業者と

して適切と判定された場合において、当該提案を最優秀提案として選定する。 
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別紙 加点項目審査の評価項目及び配点 

 

事業全体に関する項目 

評価項目 評価基準 配点 様式 

事業の取組方針  本事業の目的や特性を十分に理解し、その実

現に資する事業計画となっているか。 
 個別の業務方針が、事業の全体計画と矛盾な

く整合しており、かつ具体性・実現性の高い内

容となっているか。 

35 点 7-1 

体制・実績  本事業を確実に遂行するための実績・能力が

ある実施体制となっているか。 
 代表企業、構成企業の役割及び責任分担、連

携・協力・補完体制が明確であるか。 

40 点 7-2 

統括管理  各業務の調整や管理を行う統括管理体制や方

法が具体的に示されているか。 
 現実的で実行性を確保した適切な工程計画が

提案されているか。 
 各業務の実施状況等について適切なセルフモ

ニタリングを行い、利用者のサービス向上に

つなげる仕組みが具体的に示されているか。 

25 点 7-3 

事業の安定性・

確実性 

 各費用の算定根拠が明確であり、本事業の安

定性や実現性を考慮した妥当な内容となって

いるか。 

10 点 7-4 

リ スク管理 方

策・対応策 

 リスクの想定、抑制方策及び発現時の対応策

が具体的かつ現実的か。 
10 点 7-5 

合計 120 点 ― 
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設計・工事監理に関する項目 

評価項目 評価基準 配点 様式 

全体の施設計画  本施設全体のコンセプトが、本事業の目的及

び基本方針を十分に踏まえ、かつ独自性のあ

る提案となっているか。 
 本事業のコンセプト、地域性や周辺景観等に

配慮した優れた意匠・デザインとなっている

か。 
 将来の技術革新や利用者ニーズの変化に対応

可能な計画となっているか。 

80 点 8-1 

環境配慮・防災・

防犯・地域調達 
 

 敷地周辺の住環境及び水域環境に配慮し、騒

音、臭気及びプール排水等による周辺環境負

荷の低減に資する具体的な提案となっている

か。 
 環境負荷及びライフサイクルコストの低減に

資する施設・設備計画となっているか。 
 耐震安全性を確保し、災害・火災等の被害を最

小限とする方策が具体的か。 

 地域企業の参画、地元雇用及び地場産素材の

活用に配慮した計画となっているか。 

40 点 8-2 

屋内プール施設

計画 

 主要諸室が適切に構成され、学校授業と一般

利用の両立に配慮した計画となっているか。 
 利用者の快適性・安全性及び運営管理のしや

すさに配慮した配置・動線・外構計画となって

いるか。 

65 点 8-3 

設計業務計画  設計業務を円滑かつ確実に実施するための体

制及び工程計画が具体的に示されているか。 
 設計品質の確保及びコスト管理に資する具体

的な取組が提案されているか。 

30 点 8-4 

工事監理業務 

計画 

 施工者との連携及び設計意図の伝達方法が明

確であり、品質確保に資する実効性の高い工

事監理体制となっているか。 

15 点 8-5 

合計 230 点 ― 
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開業準備・運営・維持管理に関する項目 

評価項目 評価基準 配点 様式 

開業準備業務 

計画 

 維持管理運営の観点から設計内容を確認し、

設計支援を行う提案となっているか。 
 開館までの教育訓練及び安全確認等を確実に

実施する計画となっているか。 
 開館初期からの利用促進に資する広報・プロ

モーション計画となっているか。 

60 点 9-1 

総合管理業務 

計画 

 受付、予約、案内等が円滑で、安心・快適な利

用に資する計画となっているか。 
20 点 9-2 

広報業務計画  施設の認知度向上及び利用促進に資する効果的

な広報活動が提案されているか。 
25 点 9-3 

屋内プール施設

運営業務計画 

 利用者の安全確保及び事故防止に資する監視

計画となっているか。 
 児童の安全確保と質の高い水泳指導を行う計

画となっているか。 
 高齢者のニーズや介護予防事業利用者の要望に

応じた多様なメニューを継続して実施するため

の計画となっているか。 
 利用者ニーズや市場性を鑑みた適切な利用料

金設定の考え方が提案されているか。 

85 点 9-4 

維持管理計画  予防保全の考えに基づいた適切な維持管理業

務計画となっているか。 
 事業期間終了後を見据えた、効果的かつ具体

的な修繕計画となっているか。 
 維持管理コストの低減に向けた効率的な維持

管理業務計画となっているか。 
 各維持管理業務について、実施項目、作業頻

度、方法など具体的な業務計画となっている

か。 

85 点 9-5 

自主提案事業  本施設の有効活用や利用促進による財政負担

の軽減に資する提案となっているか。 
 本施設の集客力・魅力・利便性向上に資する、

意欲的で独自性のある提案となっているか。

既存施設との連携やアウトリーチ活動・敷地

外でのイベント・プログラム等、エリア全体の

集客や認知度向上に資する方策が提案されて

いるか。 

75 点 9-6 

合計 350 点 ― 

 


